憲　　法

第３回（令和６年１１月１１日（月））
６　教育を受ける権利

（１）「教育を受ける権利」は誰の権利か？（ｐ９５～）：子どもの学習権
　　明治憲法下における「教育」・・・勅令主義（天皇が《教育勅語》で内容を決めた）

　　　　　　　↓
　　日本国憲法26条の「教育」・・・法律主義（国民代表[国会]が法律で内容を決める）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　　　　　国家権力[文科省]が国民に教育内容を強制できるか？

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（子どもを教育する権利？）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国家の教育内容決定権（公教育）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←「子どもが自由かつ独立の人格として成長することを妨げるような国家的介入、たとえば、誤った知識や一方的な観念を子どもに植え付けるような内容の教育を施すこと」は憲法26条・13条に反する（旭川学テ事件・ｐ９７）。
　　13条　　子ども自身の「自己決定権」　子ども個人の尊重

　　26条　　子どもの「学習権」　学ぶ能力・判断能力を身につける過程＝教育　　　　

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　親（国民）の「教育の自由」　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（権力からの自由）
（２）学習権はどのように実現されるか？（ｐ９６）：国・保護者の義務

　　　　憲法26条2項
　　　　　①国・・・・・無償で普通教育を提供する義務（権力による自由）

　　　　　　　　　　　　（→外的条件の整備に限るか、教育内容決定権を含むか）

　　　　　②保護者・・・普通教育を受けさせる義務

　　　　　　　　　　　　（→全員が共通に受ける教育）
７　統治機構の全体構造

（１）人権保障を実現するための統治機構のあり方とは？（ｐ１１２～）
　　　「法」の支配によって、国民の権利・自由を確保することが目的。
　　　　　　　↓

　　　①正しい「法」の制定

　　　　ａ）抑制・均衡のメカニズム

＝複数の機関の合意と均衡が形成された場合にのみ法律を制定できるような仕組み（国会の二院制、裁判所の違憲立法審査権など）

ｂ）国民の同意

　＝国民の権利を制限する法律を制定するには、少なくとも国民の代表たる国会の同意を必要とする仕組み（財政法律主義など）

　　　②「法」の忠実な執行

権力分立の原理・・・三権（立法・行政・司法）の分立
ａ）立法権＝法を制定する権力（国会）

ｂ）行政権＝法を執行する権力（内閣）

ｃ）司法権＝法の争いを裁定する権力（裁判所）

　　　　《政治》の領域　　　　　　　　　　　　　　　　　《法》の領域


　中央
（国政）
　　　　　　　　　　　　　憲法改正国民投票
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　選挙　　　　　　　国民審査


　　　　　　　　選挙　　　　　　裁判員として参加

　地方
（自治）
　《政治》の領域・・・国民の意思（多数派の民意）の反映（国民の同意）
　　　　　　　　　　（国民主権＝民主主義）
　　　選挙制度　　多様性反映モデル（比例代表制）

　　　　　　　　　多数派形成モデル（小選挙区制）

《法》の領域・・・多数決で決めてはいけないこと（少数者の人権）を守る砦

　　　　　　　　　（法の支配＝立憲主義）
　※憲法は、なぜ主権者たる「国民」の出番（直接民主制）を限定しているのか？

（２）「法の支配」とはどのような考え方か？：法の段階構造・裁判所の役割
　　＝支配者の恣意的で気まぐれな「人の支配」を否定する考え方

　　→目的：被治者（国民）の安定した地位（権力行使の予測可能性）と権利の保障

　　　　　　　　↓　制度化
　　①権利を保障した内容をもつ「法」を確立すること
　　　（＝裁判所による違憲立法審査権：立法による人権侵害からの救済）

　　②支配が「法」に従って行われているかどうかを裁定する中立的第三者機関

　　　（＝司法権の独立）

　　③法の段階構造（憲法→法律→命令）

　　　（＝上位の法に違反する下位の法は無効）
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